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自殺の事後対応（ポストベンション）と自死遺族支援
１．自殺の事後対応（ポストベンション）
(１)自殺予防の３要素
プリベンション prevention(事前対応)：現時点で危険が迫っているわけではありませんが、その原因を取り除いたり、教育をしたりすることによって、自殺が起きるのを予防することです。
インターベンション intervention(危機介入)：今まさに起きつつある自殺の危険に介入し、自殺を防ぐことです。
ポストベンション postvention(事後対応)：自殺が起きた後または自殺が未遂に終わった後の事後対応。家族や職場の同僚等に及ぼす心理的影響を可能な限り少なくするとともに、新たな自殺を予防するための対策を行います。影響の大きさを知ってこそ自殺予防の意義が理解されるのであり、自殺予防の第１に位置づけられるでしょう。
　　（事後対応の意義）
　　　①　家族や職場の同僚等他の人に及ぼす影響を可能な限り少なくする
　　　②　社会への影響を可能な限り少なくする（報道対応など）
　　　③　自殺の背景となった問題の解決に取り組み、再発を防ぐ
（２）自殺の事実に向き合う　～情報の扱いについて～
　自殺を予防するという観点からは、自殺の事実にしっかりと向き合い、背景となっている要因を究明し、その解消に向けて取り組むことが重要です。一方で自殺は、その事実の重さから身近な人や社会に対する影響が大きく、慎重に取り扱うことが必要です。次のような配慮が必要です。
① 遺族や身近な人に対する心理的負担に配慮する
　遺族や身近にいた人は、大切な人を失ったという喪失感とともに、「なぜ止められなかったのか」といった自責感を感じるなど、強い心理的負担を負っています。自殺に関する情報を耳にすることはそれだけで負担になります。不確かな情報や、誤った情報は、遺族や身近な人を一層、傷つけます。
② 不特定の人に対する影響
　自殺についてのセンセーショナルな報道や、インターネット上でさまざまな憶測が飛び交ったりすると、全国の無関係な人にまで影響が及び、不安をあおってしまい、群発自殺をもたらすリスクがあります。
③ 自殺の原因は一つではない
　例えば「責任を感じて自殺した」といった言葉は「責任を取って自殺すべきだ」という不適切なイメージを知らず知らずのうちに社会に与えかねません。こうした不適切なイメージの積み重ねが自殺を生み出す社会的風土を作ります。自殺という事実の重さを理解すれば、原因を単純化することはできないものです。
④ 自殺は社会全体で予防すべきもの　～自分の役割を考えよう
　自殺は社会全体で予防すべきものであり、私たち一人一人の力が必要です。「責任は誰にあるか？」ではなく、「自殺を防ぐために自分は何ができるか？」と自分の問題として受け止めましょう。
	～責任ある報道とは～（WHOによる手引きから抜粋）
	

	・自殺の手段や場所を詳細に伝えない
　（現場の写真や映像は使わない）
・自殺を美化しない
・遺書や写真を公表しない
	・原因を単純化しない
・センセーショナルに扱わない
　（『自殺の流行』といった言葉づかいなど）
・支援につながる情報を掲載すること


(３)職場・学校での事後対応（ポストベンション）の実際　
○職場における事後対応 

a) 情報収集：人事担当者、上司（管理監督者）、産業保健スタッフが分担し自殺者の家族、警察、病院と連絡をとり合い、情報の収集を行う。就業状況や持病の有無、治療状況などの情報を集めて、整理しておく。
b) 正しい情報を伝える：自殺者の周辺の従業者、例えば、上司、部下、同僚など、関わりの深い人達（数十名以下が望ましい）など強い影響を受けると考えられる従業者を集めて正しい情報を伝え、外部に対して、不正確な情報を流さないことを確認する。 

c) 精神的ショックを受けている従業者への対応：当人と関係が深く、強い精神的ショックを受けている従業者に対しては、産業保健スタッフや人事担当者が面談し、必要なら精神科、心療内科の受診を勧める。
d) 原因を探り再発防止の対策を検討する：集めた情報をもとに自殺の原因について検討し、再発防止のために職場として何ができるのか話し合い自殺予防の対策を講じる。
e) 家族への対応：
　人事担当者、上司、産業保健担当者など複数の人が遺族を訪問し、誠意をもって哀悼の意を表す。
　質問、疑問に対しては誠意を持って対応し、必要な協力は行う用意があることを伝える。
○学校における事後対応
a) 適切な情報発信：原因を単純化して自分を責めたり特定の誰かに責任を求めすぎる危険性や、後追い自殺の危険性に留意しつつ、子ども、保護者、報道へ情報発信する（⇒（２）自殺の事実に向き合う）。
※保護者には、子どもに適切に接することができるように、子どもへの接し方や校内のカウンセリング、外部の医療機関や相談先の情報などをお知らせする。専門家から心のケアについて心理教育をしてもらう。
b) 遺族との接触を続ける：遺族と接触を続ける。情報発信や葬儀について、できる限り遺族の意向を確認しながら進める。
c) ケアが必要な子ども：自殺した子どもと関係の深い人、反応が強いなど自殺の危険の高いと考えられる人、現場を目撃した人をリストアップし、早めに関わる。専門家のケアが受けられる態勢を用意する。
d) 子どもに事実を伝える：子どもに事実を伝えるときは大きな集会を避け、一人ひとりの様子を十分に把握しながらクラスで伝える。
「事実を伝える」…自殺を美化したり原因を単純化しない。特定の誰かを非難しない。
「感情を表現する」…率直に気持ちを表現してよいことを伝え、感情表出をそのまま受けとめる。（自責感や怒りなどの反応の強い子どもには個別に関わる機会を設け、専門家につなぐようにする）
「これからどうするかを話す」…つらくなった時に誰に相談するか？（友達、家族、教師、カウンセリングや相談先など）、とてもつらい気持ちの友達がいたら、どんな配慮ができるか？など
「葬儀への関わり」…「亡くなった子どもの死を悼むため」、「遺族のため」に何ができるだろうかに話しを向ける。（葬儀への参列は強制しない。葬儀に参列する場合は、そのマナーを教える。）
e) 教職員へのサポート：子どもの自殺は、教師にとっても耐え難い出来事であり、サポートが必要。職員会議を利用して、専門家から急性ストレス反応とその対応、メンタルヘルスについての講義（心理教育）を早めに受ける必要がある。10人以内で集まり、率直に体験を分かち合う場を持つ方法もある。
・不眠が続くようであれば、医療機関を受診する。
・以前よりも酒量が増えていないかどうか点検してみる。
f) ケアの調整：
　養護教諭、教育相談担当者、スクールカウンセラー、学年主任、関係する学級担任や部活動顧問などによる「ケア会議」を１日１回以上開き、情報を共有するとともに、対応方針、役割分担などを話し合う。

２．自死遺族支援
（１）自死遺族支援の意義
a) 自殺予防の大切さを知る　～「悲しい思いをする人をこれ以上増やさないために」
　自殺の影響の大きさを知ることは、自殺予防の第１歩です。フィンランドでは1987年に実施した徹底的な心理学的剖検(※)の結果をもとに対策を進め、自殺率を30％減少させることができたと考えられていますが、当時の厚生福祉大臣のエーヴァ・クースコスキは、自身が夫を自殺で亡くした遺族でした。遺族の話に耳を傾けることは、支援者が自殺予防の必要性を認識する上で重要です。
b) 支援の必要性
　「ポストベンション」という言葉と考え方を提唱したシュナイドマンは、まさに心理学的剖検において自死遺族と話をしていく中で、その心理的苦痛に気づき、支援の必要性を認識したといわれています。
※心理学的剖検とは、自殺者の遺族や故人をよく知る人から故人の生前の状況を詳しく聞き取り、自殺が起こった原因や動機を明らかにし、自殺予防に役立てることです。
	
	《亡くなられた方の年齢》

	
	20歳未満
	20-59歳
	60歳以上

	全死亡（H22）
	0.5%
	8.7%
	90.8％

	東日本大震災
	6.5%
	28.3%
	65.2%

	自殺（H22）
	1.7%
	59.9%
	38.4%


（２）自死の特徴と遺族が置かれる状況
a) 突然の死であること
　事故死や自然死も含め、突然の死に遭遇した遺族は一般人口の3倍のうつ病リスクを持ちます。
b) 働き盛りの割合が大きいこと
　自死では20-59歳が過半数を占めています。
　・亡くなられた方が一家の担い手であった場合、遺族の生活への影響が大きい
　（背景となった生活上の問題を共有していた場合、問題が残されたままに置かれる（経済的な問題など））
　・遺族に、特に配慮が必要な児童思春期の年代の子どもが含まれることが多いと推測される
c) 「自死」であることが遺族に与える影響
　・不安、怒り、恥ずかしさなど複雑な感情を持ちやすい
　・こうした複雑な感情を背景に、他人からの心の支えを得にくく孤立のリスクを持つ
　　⇒自死では他の突然の死と比べても、うつ病やアルコール問題のリスクが長期にわたって残る
（３）自死遺族支援の実際　～生活支援
　突然の死であるために心理的にも実務的にも準備ができていない状態であること、亡くなった方が一家の担い手であった場合、頼るべき相手がいなくなってしまっていること、などのために支援が必要となります。
a) 死亡に伴う手続き
・一般的な死亡後の手続き：死亡届や埋葬手続き、名義変更等々
・警察への対応
・自死であることをどのように周りに伝えるか、あるいは伝えないかといった対応
・残された借金や、故人が家計を支えていた場合の今後の生活など
～手続き漏れがないよう、“亡くなった後に行う手続きチェックリスト”を作成して渡してもよいでしょう。
b) 今後の生活設計
・家計や家事について組みなおしが必要であり、それに伴って、仕事・居住の問題も生じる
・生活上の諸問題(衣食住、就労、学業、育児、介護、人間関係、相続、負債等)
　⇒適切な相談窓口・支援者につないでいく必要があります

（４）自死遺族支援の実際　～心理的ケア
a) 心理的ケアのポイント
① 精神疾患の予防
　・心の状態についての理解を促し、対処行動を話し合う（「心理教育」）
　・話せる場を確保し、孤立を防ぐ（個別相談、分かち合いの会）
　・重度のストレス兆候がある場合に専門機関への相談・受診を勧める
② 子どもへの対応（親の子どもに対する接し方）
b) 個別相談
① 安心して話すことができる
　遺族相談に来られた方の感想としてもっとも多いのは、「これまで誰にも話せなかった」というものです。プライバシーが確保できる場所で、感情表出を受容し、「安心して話すことができる」「喜怒哀楽の感情を出せる」場を保証することが一番の心理的ケアです。
【相談を受ける際の注意点】
◇心の被害を深めない…　遺族のニーズに一致しない対応や侵襲的な介入（無理に聞き出そうとするなど）によって心の被害（二次被害）を深めてしまわないよう注意が必要です。
◇安心して感情を表出できること…　大声で泣き出したりすると、あわてて慰めようとしたくなりますが、泣くことも大切なことであり、受け止めるようにします。また、「あなたに何がわかるの！」といったような怒りが向けられた場合もやんわりと受け止めるようにします。
◇安易な慰めは慎む
・「～だったらよかったのにね」：「そうしなかった自分が悪い」という自責感につながってしまう。
・「他にもっと大変な人もいる」：苦しんでいる当人にとっては、自分の苦しみは自分だけのものである。
・「早く忘れるようにしよう」：大事な人のことを忘れることはできないし、そうすべきでもありません。
② 自分の気持ちを理解し、対処方法を考える（心理教育）
　遺族にとって、今の気持ちは、おそらく今までに経験したことのないものであり、「自分の気持ちがよくわからない」という感想を言う人もいます。たとえば、故人を恋しく思う一方、故人を責める気持ちが出てきたり、今度は自分を責める気持ちが出てきたり…。相談にあたっては、「そういう気持ちになってしまうんですね」と、その気持ちをしっかり受け止めつつ、「そうした気持ちが、このような状況では誰でも経験する気持ちであって、異常なことでも非難されることでもない」ということ、「時間はかかってもだんだんとそうした気持ちと折り合っていけるようになる」ということを伝えます。また、気持ちに押しつぶされそうになったときの対処方法を話し合います。安心できる人のそばにいる、気持ちを落ち着かせること（音楽を聴いたり散歩してみたり）をやってみる、など。それから、他の家族や身近な人の行動が気になってしまうこともあります。悲しみの表現の仕方、感じ方は人それぞれであって、それぞれの人なりの対処の仕方があることも伝えておくとよいでしょう。
・疑問(繰り返す「なぜ？」)　「なんで自殺したの？」「どうして相談してくれなかったの？」
・ショック、混乱、否認　「まさか…。」「自殺したなんてウソだ、何かの事故だったに違いない。」
・悲しみ、抑うつ　「涙が出て、何もしたくない。」
・自責感、罪悪感　「あの時気づいていれば」「私のせいで自殺した」「生き残っているのが申し訳ない」
・無力感　「気づいてあげられなかった…。」「助けられなかった…。」
・不安　「この先、どのようにして生きていけばいいのだろう…」「いつか私も自殺してしまうのかな…。」
・安心、救済感　「どこかにほっとした気持ちがあり、戸惑う…。」
・怒り　「勝手に死ぬなんて卑怯」「怒りを抑えられない…」「どうして一人にしたのか…。」
・孤独、孤立、見捨てられ感　「取り残されてしまった…。」「置いて行かれた…。」
・絶望、無価値観　「先が見えない…。」「もう何の意味もない」
・感情の麻痺　(何も感じられない、悲しいのに悲しめない)
・希死念慮　「楽になりたい。死んだら会えるかも…。」
・身体的な反応 …睡眠障害、食欲障害、疲労感、頭痛、肩こり、めまい、動悸、胃腸不調、血圧の上昇など
【記念日反応(命日反応)】
　せっかく気持ちが落ち着いてきていたのに、亡くなった人の命日や誕生日、結婚記念日など思い出が深い特別な日が近づくと、また亡くなった直後のような反応や変化が出ることがあります。このようなときに、気持ちを話せる相手を見つけておくなど、対処方法を話し合っておきます。
③ 回復の目標 

　つらい思いも含めて様々な思いが沸き起こりますが、それは故人を大切に思うからこそのことです。つらさも含めて、思い出を大切にしながら歩んでいくということを、自分で受け止めることができるようになるのが回復のイメージかもしれません。他人に思いを伝えることは難しいですが、もし、一人でもそうした気持ちを分かってくれる人が身近にいることが助けになることでしょう。今は誰にも話すことができないという場合も、「いつか言うことができるようになる。今は、そんなふうになるまで待っている時期」と、今の自分を肯定することもできます。（「外傷後成長」については最後の囲み記事を参照してください）
④ 専門的な関わりが必要な場合
　以下のような場合は、より専門的な関わりが必要です。適切な相談機関や医療機関を紹介します。
・通常考えられるよりも長期間、つらく激しい悲嘆反応が持続し、日常生活(家事・仕事が手につかない等)に支障をきたしている状態。（複雑性悲嘆）
・身体疾患や他の精神疾患につながりうる。(うつ・不眠・体調不良)
・「死にたい」という気持ちが明らかに確認される。もしくは、自殺的行為が確認された場合。
・話せない状況で孤立している。
【各機関への相談を進める際の留意点】
　相談者が確実に専門機関を訪れることができるように配慮します。
・紹介先に電話を入れて予約を取るなどの行動をその場で進める
・相談機関名、電話番号、アクセス方法、相談対応日時、窓口名、担当者名等を相談者に確実に伝える。
（可能であれば、当該相談機関のリーフレットを渡したり、メモして渡したりすることが望ましい）
・紹介した機関に相談した結果等について、事後報告してくれるよう相談者に依頼する。
（可能であれば、後日、こちらから相談者に確認の電話を入れることに関して、了解をとっておく）
（または、当該相談機関に対し、相談者が実際に訪れたかについて直接確認する）
⑤ 相談窓口の広報
　遺族にとっては、相談できる場があると知っているだけでもある程度の安心感が得らます。死亡に関わる手続きの際に目に留まるように市町村の該当窓口に並べておくなどして広報します。もしも個別にお知らせできれば、より的確に伝わります。ただし、個別にお知らせできるのは自死であることを知っている立場の人に限られます（警察や監察医からリーフレットを渡すなど）。
　広報の際は、できれば担当者がはっきりしているほうがよいでしょう。電話の転送を繰り返す、担当者に行き着くまでにいろいろな人が間に入る、あるいは、相談の際、待ち時間が長くて他の来所者の目に長くさらされる、など、苦痛に感じる場面はいろいろとあるので、十分配慮することが必要です。
c) 子どもへの対応
　嘘をつかない、ごまかさないということは子供への対応の原則です。もし、事実を隠して伝え、後で、自死とわかったときには、自死のショックに加えて、自分は蚊帳の外に置かれた、誠実に対応してもらえなかったというショックとの二重のつらさを味わうことになるからです。子どもが一番頼りにしている人の口から伝えるのが一番よく、自信がないときは、身近な人についていてもらうといいでしょう。
　子どもも大人と同じように自死によって大きなショックを受けますが、その現れ方は異なります。不安がちになる、落ち着かない、おねしょなど、できていたことができなくなる、甘える、お腹が痛いなどの体の症状を訴える、などです。そうしたことがあっても、あわてず受け止めることによって、子どもは信頼感を回復していきます。親自身が精神的に参ってしまっていることもありますが、親がいつもしっかりしているという必要はありません。親が安心して感情を表に出すことができるならば、子どもも安心して感情を表現することができるでしょう。また、子どもが、情景を再現するようなまねごと遊びをすることがありますが、これも子どもが体験を自分の心に消化するためのひとつの喪の作業と位置づけられます。
d) 分かち合いの会
　人はどんなに辛い体験をしても、それについて繰り返し物語ることで、その体験を少しずつ受容できるようになっていきます。自死遺族にとっては、しかし、体験を語ることが容易でないこともあります。遺族が回復力を発揮しやすい環境を整えることが必要です。分かち合いの会は、大切な人を自死で失ったという共通の体験を持つもの同士が安心して悲しみや苦しみを共にわかちあえる場所です。分かち合いの場において自死遺族は誰からも批判されることもなく、また一般化された物語を押し付けられることもなく、安心して自らの体験と向き合うことができます。
【分かち合いの会の機能および効果】
・共同体意識と相互支援。
・社会から隔絶されたような状況において、共感性の高い環境を提供し、帰属意識を得ることができる。
・最終的には、「通常の状態」が得られるという希望。
・困難を感じるような特別の記念日や、特別な出来事への対処の仕方。
・問題解決のための新しい方法を学ぶ機会が得られる。
・恐怖や心配について、安心して語ることのできる場。
・悲しみを自由に表すことが受け容れられ、秘密が守られ、共感的であり、批判されることなく接してもらえる場。
※福島県内の分かち合いの会について知りたい方は精神保健福祉センターや最寄りの保健所にお問い合わせください。
	外傷後成長(PTG：Posttraumatic Growth)　～遺族の回復力を信頼する～
　自死遺族一人ひとりには、本来「回復力」があり、周囲からの適切な援助や支援、仲間との出会いを通じて辛い体験を受け入れられるようになっていきます。そして、回復するだけではなく大きな心の傷（トラウマ）になるような衝撃的な出来事の後で、肯定的な変化、成長が見られることが指摘されています。それは、「自己の強さ（自信やスキル：技術、やり方）」、「死への態度の変化」、「人間関係の重要性の認識」「生に対する感謝の念」「ライフスタイルの変化」「希望（新しい事への関心）」といった人としての深い面での成長です。――「苦しい体験をしたからこそ外傷後の成長(PTG)がある」（全国自死遺族総合支援センター代表幹事 杉本脩子氏の講演から）
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